
特定信書便事業許可申請書

年　　月　　日　　

　（北陸）総合通信局長　殿

（ふりがな）

住　   　所

（ふりがな）　　　　　　　　　　　　　

氏　　　 名（自筆で記入したときは、押印を省略で

きる。法人にあっては、名称及び代表者の氏名を記載

することとし、代表者が自筆で記入したときは、押印

を省略できる。）　　　　　　　　　　　　           印
民間事業者による信書の送達に関する法律（平成14年法律第99号。以下「法」という。）第29条の規定により、特定信書便事業の許可を受けたいので、次のとおり申請します。

1   事業計画

(1)　特定信書便役務の種類

　　　注　法第2条第7項各号に規定する特定信書便役務の種類の別に該当するものを記載すること。該当するものが複数ある場合には、そのすべてを記載すること。

(2)　信書便物の引受けの方法

　　注　複数の種類の特定信書便役務を提供する場合にあっては、特定信書便役務の種類ごとに信書便物の引受けの方法を記載すること。

(3)　信書便物の配達の方法

　　注　複数の種類の特定信書便役務を提供する場合にあっては、特定信書便役務の種類ごとに信書便物の配達の方法を記載すること。

(4)　法第2条第7項第2号に係る特定信書便役務を提供しようとする場合にあっては、(1)から(3)までに掲げる事項のほか、次に掲げる事項

　　イ　提供区域又は区間

　　　注　「東京都23区内」、「東京都千代田区、神奈川県横浜市相互間」のように記載すること。提供区域又は区間が複数ある場合には、そのすべてを記載すること。

　　ロ　信書便物の送達に用いる送達手段

注　複数の提供区域又は区間において法第2条第7項第2号に係る特定信書便役務を提供する場合にあっては、提供区域又は区間ごとに記載すること。

　　ハ　信書便物の送達が車両によって行われる場合にあっては、その事業の計画が道路交通法（昭和35年法律第105号）の規定及び同法に基づく命令の規定を遵守するために適切なものであることを示す事項

(5)　国際信書便の役務にあっては、当該役務に係る外国の国名、地域名又は地名

注　引受地又は配達地ごとに記載すること。

2 　他に事業を行っているときは、その事業の種類

　  注　事業の種類は、日本標準産業分類の分類に基づき、記載すること。

注　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列4番とすること。

別紙

1   事業計画

(1) 特定信書便役務の種類

　　　　

(2) 信書便物の引受けの方法

(3) 信書便物の配達の方法

　　　　

　　(4) 法第2条第7項第2号に係る特定信書便役務に係る事項

　　　イ　提供区域又は区間

　　　　　

　　　

ロ　信書便物の送達に用いる送達手段

　　　　　

　　　

ハ　事業の計画が道路交通法（昭和35年法律第105号）の規定及び同法に基づく命令の規定を遵守するために適切なものであることを示す事項

2 　他に事業を行っているときは、その事業の種類

特定信書便役務の内容

1　役務の名称

　　

2　役務の内容

　

3　提供区域

　　

4　送達手段

　　

5　料金の概要

　　

6　取り扱う信書便物の大きさ及び重量

7 事業開始予定日

事業開始予定日

平成○○年○○月○○日

事業収支見積書（初年度及び2年度分が必要）
	項　　　　目
	年　　月　　日

～

年　　月　　日
	備　　考

	収

入
	信書便事業収入

（何）事業収入

その他収入

合　　　計
	千円


	

	支

出
	信書便事業支出

　人件費

　経費

　業務委託費

　減価償却費

　その他

　租税公課

（何）事業支出

支払利息

その他支出

法人税及び住民税

合　　　計
	                   
	

	差　引　利　益
	
	


事業開始に要する資金及びその資金の調達方法

　1　事業開始に要する資金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　目
	事業開始に要する資金

	信書便差出箱その他の事業の用に供する機械及び器具費
	取得価格

（割賦未払金を含む全額）
	

	
	賃借料の1カ年分
	

	営業所、事業場その他の事業用不動産の取得価格又は賃借料の1カ年分
	

	人件費の2カ月分
	

	業務委託費の2カ月分
	

	その他費用の2カ月分
	

	事業開始に要する資金の合計
	（Ａ）　   　　　　　       

	自己資金の合計
	（Ｂ）　　　　　　          

	自己資金比率　（Ｂ）÷（Ａ）×100
	％


　2　事業用不動産の取得価格又は賃借料の不動産別内訳　　　　　（単位：円）

	名　称
	所　在　地　　　　　　
	取得又は

賃借の別
	面積

（㎡）
	営業所の

設置の有無
	取得価格又

は賃借料の

1カ年分

	
	
	
	
	
	


　3　人件費の部門別内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	作業部門従業者の人件費
	事務部門従業者の人件費
	合　　計

	専従従業者の人件費
	兼務従業者の人件費
	
	

	（　　　　人）
	（　　　　人）
	（　　　　人）
	（　　　 人）


4　資金の調達方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	調達資金の内訳
	金　　　　　　　　　　額

	自己資金
	

	
	うち増資
	

	借入金
	

	その他
	

	合　　　　　計
	


　
